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令和2年 令和7年（速報値） 差分

静岡県全体 3,633,202 3,468,845 ▲ 164,357
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令和2年 令和7年（速報値）

速報値

（単位：人）

1  人 口 と 建 物 棟 数

（１）静岡県の人口
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（速報値）

（第４次地震被害想定、H23公表）
（第３次地震被害想定、H13公表）

1  人 口 と 建 物 棟 数

（２）静岡県人口の推移
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 新築年（1982年以降に建てられたもの）および旧・中築年（1981年以前に建てられたもの）別に、建物棟数を整理

 新築年の割合は、木造で６４％、非木造で７３％、全体では６７％である。

 木造、非木造いずれにおいても、住宅よりも非住宅の方が新築年の割合が低い。

速報値
1  人 口 と 建 物 棟 数

（３）静岡県内の建物の推移

(棟）

住宅 非住宅 住宅 非住宅

旧・中築年 387,316 361,117 26,199 120,333 53,843 66,490 507,649

新築年 686,569 657,442 29,127 327,654 210,080 117,574 1,014,223

合計 1,073,885 1,018,559 55,326 447,987 263,923 184,064 1,521,872

新築年割合 64% 65% 53% 73% 80% 64% 67%

合計木造 非木造

(棟）

住宅 非住宅 住宅 非住宅

旧・中築年 519,385 478,194 41,191 125,659 54,627 71,032 645,044

新築年 521,181 495,644 25,537 252,280 154,270 98,010 773,461

合計 1,040,566 973,838 66,728 377,939 208,897 169,042 1,418,505

新築年割合 50% 51% 38% 67% 74% 58% 55%

木造 非木造 合計

第５次地震被害想定（Ｒ８．１．１現在）

【参考】第４次地震被害想定（Ｈ２４．４．１現在）
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速報値
1  人 口 と 建 物 棟 数

（４）市町別の建物棟数（木造・非木造）
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※1kmメッシュ単位

速報値
1  人 口 と 建 物 棟 数

（５）建物棟数分布（全体）
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※1kmメッシュ単位 ※1kmメッシュ単位

速報値

木造 非木造

1  人 口 と 建 物 棟 数

（６）建物等数分布（木造・非木造別）
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速報値1  人 口 と 建 物 棟 数

（７）市町別のの新築年、旧・中築年⽐率（全体）
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※1kmメッシュ単位

速報値

1  人 口 と 建 物 棟 数

（８）新築年の割合分布（全体）
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速報値

1  人 口 と 建 物 棟 数

（９）新築年の建物棟数（木造、非木造別）

※1kmメッシュ単位 ※1kmメッシュ単位

木造 非木造
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住宅 非住宅

※1kmメッシュ単位 ※1kmメッシュ単位

速報値
1  人 口 と 建 物 棟 数

（10）新築年の割合分布（住宅、非住宅別）
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岡田・高井(1999)によるパターンチャート（１）

２  建 物 被 害 想 定

（１）「全壊」の考え方①
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岡田・高井(1999)によるパターンチャート（２）

２  建 物 被 害 想 定

（１）「全壊」の考え方②
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木造_全壊_新②（1990～2001年）

木造_全壊_新③（2002年～）

全
壊
率

構造別・建築年次別・階数別の建物データ

250ｍメッシュ別

震度・速度・加速度分布

市区町村別全壊・半壊棟数

市区町村別

メッシュ別全壊・半壊棟数

構造別・建築年次別・階数別の全壊率・半壊率
（地表の震度・速度・加速度－ 被害率の関係）

★ 基本的には４次想定手法を踏襲しつつ、熊本地震や能登半島地震の実

績を踏まえ、木造新築年の2000年以前とそれ以降で被害率曲線を分け

る方針とする。

■　内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定における木造建物被害率関数

は、中越沖地震の実績を参考として、新築年の中でも新しい建物ほど

被害率が低くなるよう３区分に細分化している。（４次想定では、更

なる検証が必要との判断で、細分化を行っていない）

★ ４次想定と同様、建築基準法で規定する地震地域係数が1.2倍となる静

岡県地震地域係数（Zs）について考慮した被害率を適用する。

４次想定の木造建物全壊率

揺れによる建物被害の算出フロー
内閣府（2025a）南海トラフ巨大地震の被害
想定における木造建物全壊率

内閣府(2025ａ)は新築
年3区分

２  建 物 被 害 想 定

（２）揺れによる建物被害①－木造家屋の想定手法－
令和7年第2回分科会資料（再掲）
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２  建 物 被 害 想 定

（３）静岡県地域係数Zs

全県でZs=1.2 が適用された
2002年以降のものについて
Zs=1.2 を考慮した被害を想定
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木造全壊率 木造全半壊率
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（参考）4次想定新築年（1981-）

２  建 物 被 害 想 定

（３）Zsを考慮した木造建物の被害率曲線
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17
S造全壊率（2002年以降：Zs考慮）
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S造全壊率（1982～2001年）

２  建 物 被 害 想 定

（４）Zsを考慮した非木造建物の被害率曲線

RC造全壊率（2002年以降：Zs考慮）

RC造全壊率（1982～2001年）
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（４）津波による建物被害

 ４次想定では、10mメッシュ単位の津波浸水データを用いて、

浸水深ごとの構造別建物被害率をもとに建物被害を推計。

内閣府（2025a、2025b）も手法は同様であり、今回も同様の

推計を行う考え。

木造・非木造別建物データ

建物用地に棟数を按分

全壊・半壊・大規模半壊棟数

木造・非木造別建物データ 津波浸水深分布

DID地区・DID地区以外別、津波
浸水深別、構造別建物被害率

250ｍメッシュ別

10ｍメッシュ別

 人口集中地区とそれ以外の地区の被害率

船舶・建築物等の漂流物が多い地域では、波力の増大によって建物

被害率がより高くなることが予想されることから、国土交通省都市

局による「東日本大震災による被災現況調査データ」（国土交通

省）を参考に、人口集中地区とそれ以外の地区で浸水深別・建物構

造別被害率を設定している。

DID地区の津波による建物全壊率 DID地区以外の津波による建物全壊率

２  建 物 被 害 想 定

令和7年第2回分科会資料（再掲）
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（５）津波による建物被害の考え方
２  建 物 被 害 想 定

災害に係る住家の被害認定基準運用指針（令和8年6月、内閣府（防災担当））
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（５）津波による建物被害の考え方
２  建 物 被 害 想 定

出典：東日本大震災現況調査結果について（第1次報告）、国土交通省（2011）
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